
立命館宇治高等学校　「法政特殊講義」後期：私法
第１０回　①私的自治：約款＜３＞

2009.12.10. 佐藤　敬二

はじめに

1)本日の講義内容

　1.50分→宿題について班で討論し、班の見解を決める→発表・議論

2.50分→私的自治についての講義　　　　　→　コメントペーパー作成

3.50分→私的自治・歴史についての講義　　→　コメントペーパー作成
2)今回の講義内容：公法と私法

　←先週の講義で質問：約款変更は刑罰の不遡及原則から違法ではないか

　3)次回の講義内容：私的自治の意義

＊講義テーマ：約款の拘束力を全面的に承認してよいのか。

１．公法と私法の区別

　1)法律の数

　　　　　　　　　

設問：日本には法律はいくつくらいあると思いますか。

　1.「法律」の多義性：○○法、法律改正のための法律、予算

  2.一年間の国会で成立した法律の数、大多数は改正法

　2)諸法律

　　　　　　　　　

設問：知っている法律名をあげてください。

　1.法分野と法律

　2.法律・命令（政令・省令）

　3.法典・法律

3)公法・私法


　設問：公（国・地方公共団体）の活動を規制する法律と、国民間の紛争処理基準となる法律

　　　　　に分けると、どの法律がどちらに属することになるでしょうか。

　4)公法と私法の区別の理由＝指導原理の相違

　　　公法　→　公権力の規制　　　　私法　→　私的自治　
　　1.理由：国民主権

　　　　公的機関は国民の権利を侵害してはいけない、という要請

　　　　国民は主権者であるので、国民同士では自由にルールを設定すればよい

　　　　　ただし、当事者の合意内容が争いになった場合に、紛争処理する基準が必要

　　2.市民社会の形成　→　資本主義政治体制

　　　　国民間の私的空間の創出　→　資本主義経済の基礎

２．公法と私法の区別の成立
　1)公法と私法の未分化


　設問：イギリス「チューダー王朝」期、トマス・モアの頃、商人間で紛争が生じた場合

　　　　　誰に対してどのように裁判を求めていたでしょうか。

　1.チューダー朝、トマス・モア

2.現在も名残

　　　e.g. 裁判所名：Kings Bench（現在はQueens Bench），法理：equity

2)近代市民革命


　設問：「市民革命」と呼ばれるものを説明してください。


　設問：フランス革命の前後で、国家のあり方（とりわけ統治の仕組み）はどう変わりましたか。

　

3)近代憲法の成立

　　1.フランス1791年憲法　→　ナシオン主権：主権は「国民」　

　　2.フランス1793年憲法　→　プープル主権：主権は「人民」


　設問：日本国憲法の「国民」はは上のどちらの観念とも異なります。どう違いますか。

３.近代公法の基本原理

1)法分野毎の基本原理

　1.憲法＝立憲主義

　　2.刑法＝罪刑法定主義　　

＊罪刑法定主義≠罪と刑の法定、罪刑法定主義とは自由主義・民主主義の原理

　　3.行政法＝法治主義

2)誤解


設問：次のような事例についてどう思いますか？

1.空き巣に100万円を盗まれた。警察に通報し犯人は捕まったようだ。警察が盗まれ

お金を取り戻してくれると思ったが、その後、特に何の連絡もない。

　　2.消費者金融（アイフル、アコム、武富士 etc…）からお金を借りた。期限が過ぎても

返せなかったので、借金の取立てにきた。その態度が暴力的で怖かったので警察に

相談したが、警察は相手にしてくれなかった。

　　3.夫婦喧嘩をした。警察官に仲裁をしてもらおうと思ったが、してくれなかった。

　　1.憲法に対して

　　　憲法が国民の権利を与えている　→　憲法改正によって権利を与えるべきだ

国家が国民に権利を与えている　→　権利内容は国家の方針に左右される

2.刑法に対して

処罰の必要な者に対しては、法規定を柔軟に解釈して処罰するべきだ

    3.行政法に対して

行政機関・首長が住民のために必要だと考える施策は実施するべきだ

４．公法と私法の区別の相対性と修正

　1).区別の相対性

　　　公法領域も私法的関係が存在、私法も国家が前提であり公的規制と一体

　2)修正


設問：女性を理由として、企業が学生を採用しなかった。これは憲法違反でしょうか。

　　公法　→　私人間適用　cf.三菱樹脂事件最高裁判決

　　私法　→　公的規制　e.g.社会法、消費者法

　3)普遍性と特殊性

他国法においても公法と私法が区別されるが、その区別基準は異なる

4)研究へと進むための参考

近年、公法と私法の協働・融合を施行する理論の登場

　

むすび：まとめに代えて

　1)公法と私法は、単なる現行法の分類ではなく、指導原理の相違である

　2)指導原理にかかわる誤解が国民に広くいきわたっているが、誤りである

　3)その上で、憲法理念を生かすことが求められる
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